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令和 年度市民税・府民税証明書
（令和　年中の所得証明書）

市民税・府民税額（円）

所　得　金　額（円）

所　得　控　除　額（円）

（備考）

上 記 の と お り 相 違 な い こ と を 証 明 し ま す 。

税証第 - 号

令和○○年○○月○○日

納
税
義
務
者

住 　所

令和年1月1日現在

氏　 名

府　　民　　税

住所（所在地）

課 税 標 準 額 （ 計 ）

区　　　　　分 所　得　割　額 均等割額 税　　　額 年　　税　　額

市　　民　　税

社 会 保 険 料 寡婦･寡 夫･ ひと り親 配 偶 者 特 別

小 規 模 共 済 等 掛 金 勤 労 学 生 基 礎

生 命 保 険 料 障 が い 者 雑 損

地 震 保 険 料 配 偶 者 ･ 扶 養 医 療 費

合 計
税　額　控　除　額（円）

区 分 市　民　税 府　民　税 区 分 市　民　税 府　民　税

調 整 控 除 寄 附 金 税 額 控 除

配 当 控 除 所得割調整額・外国税額控除

住 宅 借 入 金 等 特 別 控 除 配当割額･株式等譲渡所得割額控除

同一生計
扶養
親族

特定 老人（内同居）

人( 人)

寡
 
 

婦

特
別
寡
婦

寡
 
 

夫

ひ
と
り
親

勤
労
学
生

事業専従者
配偶者

区分

0 人) 0 人

本
人
該
当

専従者数 人
特別障がい者（内同居） その他障がい者 合計（本人除く）

給与額等0 人(

配 当 控 除 所得割調整額・外国税額控除

区 分 市　民　税 府　民　税 区 分 市　民　税 府　民　税

調 整 控 除 寄 附 金 税 額 控 除

大阪市長

16歳未満

人

その他

人

住 宅 借 入 金 等 特 別 控 除

合計

（配偶者除く）

人

0 人

特
別
障
が
い

そ
の
他
障
が
い

配当割額･株式等譲渡所得割額控除

(参考) 指定都市以外の所得割の標準税率に基づいた税額及び税額控除額（※この項目は証明書の提出先において使用する場合があります。）

区　　　　　分

　　　　　　　　　　― -- -- --

　　　　　　　　　　― -- -- --

所　得　割　額 均等割額 税　　　額 年　　税　　額

市　　民　　税

府　　民　　税

人

見 本

【令和５年度以前分】
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令和 年度市民税・府民税・森林環境税証明書
（令和　年中の所得証明書）

市民税・府民税額（円）

所　得　金　額（円）

所　得　控　除　額（円）

（備考）

上 記 の と お り 相 違 な い こ と を 証 明 し ま す 。

税証第 - 号

令和○○年○○月○○日

住所（所在地）

納
税
義
務
者

住 　所

令和年1月1日現在

氏　 名

府　　民　　税

　　　　　 森　林　環　境　税

課 税 標 準 額 （ 計 ）

区　　　　　分 所　得　割　額 均等割額 税　　　額 年　　税　　額

-- --

市　　民　　税

小 規 模 共 済 等 掛 金 勤 労 学 生 基 礎

社 会 保 険 料 寡婦･寡 夫･ ひと り親 配 偶 者 特 別

地 震 保 険 料 配 偶 者 ･ 扶 養 医 療 費

生 命 保 険 料 障 が い 者 雑 損

調 整 控 除 寄 附 金 税 額 控 除

合 計
税　額　控　除　額（円）

区 分 市　民　税 府　民　税 区 分 市　民　税 府　民　税

住 宅 借 入 金 等 特 別 控 除 配当割額･株式等譲渡所得割額控除

配 当 控 除 所得割調整額・外国税額控除

合計

本
人
該
当

特
別
障
が
い

そ
の
他
障
が
い

寡
 
 

婦

特
別
寡
婦

人

同一生計
扶養
親族

特定 老人（内同居） 16歳未満 その他

人 人(
専従者数 人

特別障がい者（内同居） その他障がい者 合計（本人除く）
給与額等人(

人) 人 人

寡
 
 

夫

ひ
と
り
親

勤
労
学
生

事業専従者
配偶者 （配偶者除く）

区分

人) 人 人

(参考) 指定都市以外の所得割の標準税率に基づいた税額及び税額控除額（※この項目は証明書の提出先において使用する場合があります。）

区　　　　　分 所　得　割　額 均等割額 税　　　額 年　　税　　額

-- --

区 分 市　民　税 府　民　税 区 分 市　民　税

市　　民　　税

府　　民　　税

　　　　　 森　林　環　境　税

配 当 控 除 所得割調整額・外国税額控除

府　民　税

調 整 控 除 寄 附 金 税 額 控 除

大阪市長

住 宅 借 入 金 等 特 別 控 除 配当割額･株式等譲渡所得割額控除

見 本

【令和６年度以降分】
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税証第　　　　－　　　　　号
令和　　　年　　　月　　　日 大　阪　市　長

証　明　書　（ 土 地 ）

所
 

有
 

者

住 所
（所在地）

氏 名
（名 称）

土　地　の　所　在 地　　目 地　　積
　　　（㎡）

令和　　年度価格
　　　　　　　　　（円）

令和　　年度
課税標準額

　　　　　　　　　　（円）

現
況

登
記

現
況

登
記

現
況

登
記

現
況

登
記

現
況

登
記

上記のとおり固定資産課税台帳に登録されていることを証明します。

備
 
 
 
 
 

考
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税証第　　　　－　　　　　号
令和　　　年　　　月　　　日 大　阪　市　長

家　屋　の　所　在
種　類 構　造 床　面　積

　　　　　（㎡）

令和　　年度
価格及び課税標準額
　　　　　　　　　　（円）家　屋　番　号

証　明　書　（ 家屋 ）

所
 

有
 

者

住 所
（所在地）

氏 名
（名 称）

上記のとおり固定資産課税台帳に登録されていることを証明します。

備
 
 
 
 
 

考
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上記のとおり償却資産課税台帳に登録されていることを証明します。

税証第　　　　－　　　　　号

令和　　　年　　　月　　　日

証　明　書（償却資産）

　　　　　　　　　区分

所
 

有
 

者

住所
（所在地）

氏名
（名称）

令
　
和

構築物

資産の種類 評　　　価　　　額
（決　定　価　格）

（円）

課　税　標　準　額

（円）

航空機

機械及び装置

年
 
 
 

度

車両及び運搬具

工具、器具及び備品

船　　舶

備
　
　
　
考

大　阪　市　長

合　　計
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納
税
義
務
者

氏　名

（名 称）

上記のとおり相違ないことを証明します。

税証第　 　-　　　号
令和　年　月　日

大阪市長

軽 自 動 車 税（ 種 別 割 ）納 税 証 明 書

車両番号

備考

納付状況 過去３年分滞納はありません

この証明書の
有効期限

令和　　年　　月　　日

使用目的 継続検査用

見本
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（配付用）

別紙１－１

月　　　日

住民情報業務

取扱い件数（発行枚数）

業務内容 取扱い件数

電話対応

通知カード・個人番号カードに係る手続き

コンビニ交付サービス　申請

税証明関係業務

取扱い件数（発行枚数）

業務内容 取扱い件数

市税の収納

個人市・府民税申告受付

臨時運行許可番号標申請

合計

申請・届出
（転出入、印鑑登録、戸籍、就学手続き、在留管理）

各種証明書の発行

実施業務

窓口（職員）・窓口（委託）　・　レジ　・　戸籍

その他の主な業務

計

計

計

実施業務

証明書の発行

計

その他の主な業務
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（配付用）

別紙３－１

月　　　日

取扱い件数（発行枚数）

業務内容 取扱い件数

電話対応

通知カード・個人番号カードに係る手続き

コンビニ交付サービス　申請

合計

申請・届出
（転出入、印鑑登録、戸籍、就学手続き、在留管理）

各種証明書の発行

実施業務

窓口（職員）・窓口（委託）　・　レジ　・　戸籍

その他の主な業務

計

計
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除籍(2)

戸籍

除籍(1)

除籍(2)

住民基本台帳業務等取扱件数（日計表）

請求書枚数
有料
無料

作
成

決
裁

課長 課長代理 係長 係員 受託者
令和 年 月 日分

枚

電子証明

枚

評価証明

税関係合計

臨時運行許可申請

臨番標弁償金

税
関
係

受理証明

受理証明（上質）

住民票の写し

その他

身分証明１項目

届書等情報内容閲覧

個人事項証明

一部事項証明

記載事項証明

総計

住
民
票
関
係

そ
の
他
諸
証
明
等

マ
イ

ナ
ン

バ
ー

課税証明

マイナンバー合計

個人番号カード再交付

住民基本台帳閲覧

住民票関係合計

住民票記載事項証明

身分証明２項目

不在住証明

納税証明

市府民税

固定資産税

軽自動車税

届書等情報内容証明

広域交付証明

電子証明提供
用識別符号

戸籍

除籍(1)

有料

発行件数 請求件数 発行件数

不在籍証明

その他証明

戸籍届書等閲覧

その他諸証明等合計

戸籍の附票

広域交付住民票

請求件数

独身証明

全部事項証明

金額

戸
籍
関
係

証明種別

印鑑登録証明

無料

戸籍

除籍

除籍

戸籍

戸籍

除籍

戸籍

除籍

届書記載事項証明

除　票

戸籍関係合計
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届書等情報内容閲覧

広域交付証明

戸籍

除籍(1)

除籍(2)

電子証明提供
用識別符号

戸籍

除籍(1)

除籍(2)

届書等情報内容証明

住民基本台帳業務等取扱件数（月計表）

令和 年
決
裁

課長 課長代理 係長 係員

作
成

受託者
月分

証明種別
有料 無料

金額
請求件数 発行件数 請求件数 発行件数

請求書枚数
有料 枚
無料 枚

除籍

戸
籍
関
係

全部事項証明
戸籍

個人事項証明
戸籍

除籍

一部事項証明
戸籍

受理証明

除籍

除籍
記載事項証明

戸籍

受理証明（上質）

住
民
票
関
係

住民票の写し

戸籍の附票

届書記載事項証明

印鑑登録証明

住民票関係合計

住民基本台帳閲覧

除　票

戸籍関係合計

広域交付住民票

住民票記載事項証明

固定資産税

税
関
係

納税証明

市府民税

軽自動車税

課税証明

その他

税関係合計

評価証明

臨番標弁償金

臨時運行許可申請

そ
の
他
諸
証
明
等

独身証明

身分証明２項目

不在籍証明

身分証明１項目

その他諸証明等合計

不在住証明

戸籍届書等閲覧

その他証明

個人番号カード再交付
マ
イ

ナ
ン

バ
ー

総計

マイナンバー合計

電子証明
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個人番号カード再交付

マ
イ

ナ
ン
バ
ー

総計

マイナンバー合計

電子証明

その他諸証明等合計

不在住証明

戸籍届書等閲覧

その他証明

身分証明１項目そ
の
他
諸
証
明
等

独身証明

身分証明２項目

不在籍証明

臨番標弁償金

臨時運行許可申請

評価証明

固定資産税

税
関
係

納税証明

市府民税

軽自動車税

課税証明

その他

税関係合計

住民票記載事項証明

広域交付住民票

住
民
票
関
係

住民票の写し

戸籍の附票

届書記載事項証明

印鑑登録証明

住民票関係合計

住民基本台帳閲覧

除　票

戸籍関係合計

受理証明（上質）

一部事項証明
戸籍

受理証明

除籍

除籍
記載事項証明

戸籍

除籍

戸
籍
関
係

全部事項証明
戸籍

個人事項証明
戸籍

除籍

証明種別
有料 無料

金額
請求件数 発行件数 請求件数 発行件数

請求書枚数
有料 枚
無料 枚

住民基本台帳業務等取扱件数（年計表）

令和
決
裁

課長 課長代理 係長 係員

作
成

受託者
年度分

広域交付証明

戸籍

除籍(1)

除籍(2)

電子証明提供
用識別符号

戸籍

除籍(1)

除籍(2)

届書等情報内容証明

個人番号カード特急発行

届書等情報内容閲覧
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枚

枚

枚

その他

転出届

特例転出届

マイナンバー申請書

種別 発行件数 不見当

労働基準法第111条

その他諸証明合計

総計

住民票関係合計

そ
の
他
諸
証
明

身分証明１項目

身分証明２項目

住
民
票
関
係

不在籍証明

その他証明

不在住証明

戸籍の附票

戸籍関係合計

住民票の写し

住民票記載事項証明

戸
籍
関
係

全部事項証明
戸籍

除籍

受理証明

届書記載事項証明

個人事項証明
一部事項証明

戸籍

除籍

証明種別 請求件数 発行件数 不見当

請求書枚数
戸籍
住民票

日分

決
裁

課長 課長代理 係長 係員

作
成

受託者

金券請求等取扱件数（日計表） 令和 年 月

その他
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枚

枚

枚

受託者

金券請求等取扱件数（月計表）

決
裁

課長 課長代理 係長 係員

住民票
その他

請求書枚数
戸籍

令和 年 月分

全部事項証明
戸籍

作
成

個人事項証明
一部事項証明

戸籍

除籍

戸籍関係合計

戸籍の附票

住民票記載事項証明

住民票の写し

証明種別 請求件数 発行件数 不見当

戸
籍
関
係 受理証明

届書記載事項証明

住
民
票
関
係

そ
の
他
諸
証
明 その他証明

その他諸証明合計

除籍

住民票関係合計

転出届

種別 発行件数 不見当

労働基準法第111条

特例転出届

総計

その他

マイナンバー申請書

身分証明１項目

不在籍証明

不在住証明

身分証明２項目
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枚

枚

枚

受託者

金券請求等取扱件数（年計表）

決
裁

課長 課長代理 係長 係員

住民票
その他

請求書枚数
戸籍

令和 年

全部事項証明
戸籍

作
成

個人事項証明
一部事項証明

戸籍

除籍

戸籍関係合計

戸籍の附票

住民票記載事項証明

住民票の写し

証明種別 請求件数 発行件数 不見当

戸
籍
関
係 受理証明

届書記載事項証明

住
民
票
関
係

そ
の
他
諸
証
明 その他証明

その他諸証明合計

除籍

住民票関係合計

転出届

種別 発行件数 不見当

労働基準法第111条

特例転出届

総計

その他

マイナンバー申請書

身分証明１項目

不在籍証明

不在住証明

身分証明２項目
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その他証明

その他証明

住民票記載事項証明

発行件数合計

受託者

請求件数 発行件数 請求件数 発行件数 請求件数 発行件数

戸籍

分

決
裁

作
成

公用請求等取扱件数（日計表）

令和

除籍

戸籍

除籍

戸籍

戸籍

除籍(1)

除籍(2)

不見当

特別法に基づく請求
（資料）

官公庁等
（公用）

合計
証明種別

届書記載事項証明

除籍

受理証明

不見当

戸籍の附票

発行件数合計

民刑関係 身上調査に関する回答

総計

係員

戸
籍
関
係

住
民
票
関
係

全部事項証明

個人事項証明
一部事項証明

記載事項証明

証明種別 発行件数

住民票の写し

年 月 日

課長 課長代理 係長

広域交付証明
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その他証明

その他証明

住民票記載事項証明

発行件数合計

受託者

請求件数 発行件数 請求件数 発行件数 請求件数 発行件数

戸籍

決
裁

作
成

  公用請求等取扱件数（月計表）

令和

除籍

戸籍

除籍

戸籍

戸籍

除籍(1)

除籍(2)

不見当

証明種別

特別法に基づく請求
（資料）

官公庁等
（公用）

合計

届書記載事項証明

除籍

受理証明

不見当

戸籍の附票

発行件数合計

民刑関係 身上調査に関する回答

総計

係員

戸
籍
関
係

全部事項証明

個人事項証明
一部事項証明

記載事項証明

住
民
票
関
係

証明種別 発行件数

住民票の写し

年 月 分

課長 課長代理 係長

広域交付証明
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その他証明

その他証明

住民票記載事項証明

発行件数合計

受託者

請求件数 発行件数 請求件数 発行件数 請求件数 発行件数

戸籍

決
裁

作
成

  公用請求等取扱件数（年計表）

令和

証明種別

特別法に基づく請求
（資料）

官公庁等
（公用）

合計

年度

除籍

戸籍

除籍

戸籍

戸籍

除籍(1)

除籍(2)

不見当

届書記載事項証明

除籍

受理証明

不見当

戸籍の附票

発行件数合計

民刑関係 身上調査に関する回答

総計

係員

戸
籍
関
係

全部事項証明

個人事項証明
一部事項証明

記載事項証明

住
民
票
関
係

証明種別 発行件数

住民票の写し

課長 課長代理 係長

広域交付証明
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件

請求件数 発行件数 金　額

件 円

件 円 件

種　別

個人番号

カード再交付

電子証明

有　料

件

件 件 円 件

無料発行件数

合　計

令和　　年　　月　　日収入分

決

裁

作

成

受託者課長 課長代理 係長 係員

個人番号カード及び電子証明発行手数料日計表

（歳入歳出外現金）

件
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住基 通知 個人 在留 特永

住民異動届出と同時

（※）　在留管理制度上の「みなし住居地届出」（在留カード・特
別永住者証明書を添えて住民異動届を行う場合に、あわせて
「住居地届出」をしたものとみなされるもの）を含む。

○ ○ ○ ○ ○

戸籍届出と同時

（※）　届出事件本人の住所区が、戸籍届出区と同一である場
合、あわせてカード補記に関する届出を行うもの。

○ ○ ○ × ×

住民異動届出・戸籍届出と同時

（※）　上記のふたつの小区分が同時に生じる場合をさす。
○ ○ ○ × ×

カード券面記載事項等の変更届出 ○ ○ ○ × ×

在留管理制度上の「住居地届出」

（※）　「住居地届出」全体から「みなし住居地届出」を除くもの。
× × × ○ ○

（※）　「同時届出」と「単独届出」とでは、「届出件数」と「補記処理件数」の関係が異なりますので、ご注意ください。

　　▼「同時届出」の例…「世帯４人が転入する届出（全員分の通知カード持参）」の場合、「届出件数」は「１件」（届書１枚）、「補記処理件数」は「４件」（例えば、通知カード４枚）

　　▼「単独届出」の例…制度上、「カード券面記載事項等の変更届出」はカード所有者本人からの届出となるので、「届出件数」＝「補記処理件数」（１対１対応）

受託者カード補記対応業務　日計表

令和　年　月　日
供覧

作
成

課長 課長代理 係長 係員

対象カード 補記処理
件数

届出
件数

カード補記対応の詳細 業　務　件　数　（※）

補記事項

同
時
届
出

単
独
届
出

届 出 の 区 分

大区分 小区分

住所変更

住所変更以外

（氏名変更・
性別変更等）

住所変更
and

住所変更以外

住所変更
or

住所変更以外

住所変更
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生野区へのお引越しの手続き[転入届(区間転入届)] 
が完了いたしました。 

次の項目に該当される方は、各担当において手続きを行ってください。 

詳しくは、各担当窓口へお問い合わせください。       

項目 生野区 （●…担当 ☆…お持ちいただく物） 

印鑑登録証が 

必要な方 

印鑑登録申請が必要です。 

（大阪市内からのお引越しの場合は、そのままご使用いただけます。） 

☆登録する印鑑（朱肉を使えるもの） 

※ご本人が登録の申請を行い、「日本の官公署が発行した運転免許証・パスポート、個人番

号カード、写真付きの住民基本台帳カード・在留カード・特別永住者証明書」などをお持ち

の場合は即日で印鑑登録証を交付できます。 

●１階 ５番 住民情報担当 ６７１５－９９６３ 

個人番号カード・ 

住民基本台帳カードを

お持ちの方 

①住所変更の手続きが必要です。 

☆個人番号カードまたは住民基本台帳カード【写真のない住民基本台帳カードの場合は、顔

写真付きの本人確認書類（運転免許証など）】 

住所変更手続きが遅れると、カードがご利用いただけなくなる場合があります。 

②署名用電子証明書については、新規発行申請が必要です。 

☆個人番号カード 

※個人番号カードをお持ちでない方で、個人番号カードを申請する場合、新しい申請書が

必要となります。詳しくは、担当までお問い合わせください。 

●１階 ５番 住民情報担当 ６７１５－９９６３ 

国民健康保険に 

加入される方 

国民健康保険の加入手続きが必要です。 

☆本人確認書類（マイナンバーカード、自動車運転免許証など）  

大阪市の他区から転入された方は、 

☆（お持ちであれば）前区発行の国民健康保険被保険者証または資格確認書 

●４階 ４８番 保険年金（保険）担当 ６７１５－９９５６ 

年金を受給されている

方 

年金事務所にて住所変更の手続きが必要な場合があります。 

詳しくは、今里年金事務所（電話６９７２－０１６１）にお問い合わせください。 

国民年金加入中の方 

（２０歳以上６０歳未

満）」 

国民健康保険に加入される方で、大阪市外より転入（入国）された、国民年金加入中の方 

は担当窓口へお越しください。 

☆年金手帳、基礎年金通知書、またはマイナンバーカード 

●４階 ４８番 保険年金担当 ６７１５－９９５６ 

後期高齢者医療 

保険に加入される方 

① 大阪府内から転入された方は、手続きは不要です。 

資格確認書を後日（１週間～１０日程）簡易書留郵便にて住所地へ郵送します。 

②大阪府外から転入された７５歳以上の方は、前住所地で発行された「負担区分証明書」を

提出してください。その後、後期高齢者医療資格確認書を１週間から１０日程で簡易書留

郵便にて住所地へ郵送します。 

③大阪府外から転入された６５歳～７４歳の方で引き続き後期高齢者医療に加入を希望さ

れる方は加入手続きが必要です。 

☆年金証書（障害年金）や身体障害者手帳など 

☆負担区分証明書（前住所地で発行されたもの） 

●４階 ４８番 保険年金（保険）担当 ６７１５－９９５６ 

 

 

R7.４更新 

裏面もご覧ください 
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項目 生野区 （●…担当 ☆…お持ちいただく物） 

こども医療証（18 歳到達

後 3 月末まで）・重度障が

い者医療証・ひとり親家庭

医療証をお持ちの方 

住所変更日から１４日以内に手続きが必要です。手続きが遅れると、遅れた期間の助

成を受けられなくなる場合がありますので、ご注意ください。 

☆マイナ保険証、資格確認書等   

※個人番号（マイナンバー）の確認、もしくは住民税課税証明書の提出が必要な場合が

あります。 

●２階 ２１番 福祉サービス担当 ６７１５－９８５７ 

児童手当を受給されてい

る方 
 

住所変更日から１５日以内に手続きが必要です。手続きが遅れると、遅れた月分の手

当てを受けられなくなる場合がありますので、ご注意ください。 

※個人番号カード（マイナンバーカード）をお持ちの方は、 

大阪市行政オンラインシステムより電子申請を行うことができます。 

詳しくは大阪市ホームページをご覧ください。 

●２階 ２１番 福祉サービス担当 ６７１５－９８５７ 

児童扶養手当を受給され

ている方 

住所変更日から１４日以内に手続きが必要です。手続きが遅れると、遅れた月分の手

当てを受けられなくなる場合がありますので、ご注意ください。 

届出には、新住居の名義がわかるもの等が必要になりますので、詳しくは窓口でご相

談ください。 

●２階 ２１番 福祉サービス担当 ６７１５－９８５７ 

障がい者手帳（身体・精

神・療育）をお持ちの方 

住所変更の手続が必要です。 

☆各種障がい者手帳 

●２階 ２１番 福祉サービス担当 ６７１５－９８５７ 

大阪市外からの転入の方

で、７０歳以上の方 

（ご本人申請に限る） 

大阪メトロ・シティバスなどを利用いただける『敬老優待乗車証』の交付申請について

のご説明を行います。 

●２階 ２１番 福祉サービス担当 ６７１５－９８５７ 

７歳６か月までのお子様が

おられる方 

就学前のお子様や、市外から転入された７歳６か月までの予防接種が済んでおられない

お子様の保護者は手続きが必要です。 

☆母子手帳 

☆前住所地の予防接種手帳（大阪市外からの転入のみ） 

●２階 ２４番 健康増進担当 ６７１５－９８８２ 

現在妊娠中の方 

(他市町村の母子手帳をお

持ちの方) 

妊娠週数に応じて、大阪市妊婦健康診査受診票をお渡しします。 

☆他市町村の母子手帳 

☆他市町村の妊婦健康診査受診票 

●２階 ２４番 健康増進担当 ６７１５－９８８２ 

小・中学校に通うお子様が

おられる方 

転出された学校から交付された在学証明書などを提示し、手続きを行い、就学通知書を

お受け取りください。 

転入される学校には、就学通知書と前の学校で受け取られた在学証明書などの書類

を提出してください。 

●１階 ５番 住民情報担当（就学） ６７１５－９９６３ 

介護保険証をお持ちの方 

①大阪市他区から転入された方は、前住所介護保険証を返却してください。なお、新住

所の介護保険証は後日、住所地へ郵送します。 

②大阪市外より転入された方は、新住所の介護保険証は後日、住所地へ郵送します。 

前住所地で介護認定を受けられていた方は申請手続きが必要です。 

介護保険料や利用者負担額等については、担当窓口へお問い合わせください。 

●２階 ２２番 介護保険担当 ６７１５－９８５９ 

犬を飼われている方 

飼い犬の所在地変更の手続きが必要です。 

☆前住所地での犬の鑑札（大阪市外から転入された方） 

●２階 ２５番 健康増進担当 ６７１５－９９７３ 

行政オンラインシステム 
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     市外へ転出されるみなさまへ R7.4更新  

 

 

転入届は、新しい住所地に引越しされてから１４日以内に行ってください。 

正当な理由なく転入先への届出が遅れますと過料に処せられる場合がありますのでご注意ください。 

転出を取りやめたときは、「転出証明書・本人確認書類」を持って、１階５番 住民情報担当へ転出取消しの届出を

してください。 

 

☆転入届は下記のものをお持ちのうえ手続きを行ってください。 

①転出証明書 ②本人確認書類（運転免許証・健康保険証など）③年金手帳（国民年金加入者） 

④住民基本台帳カード・個人番号カード（お持ちの方のみ）⑤在留カード・特別永住者証明書（外国籍の方のみ） 

 

項  目 生野区（●…担当 ☆…お持ちいただくもの）  新しい住所地の役所  

印鑑登録証をお持ちの

方 

印鑑登録証（カード）は転出（予定）日で使用できな

くなります。カードが不要な方は、転出の届出をされる

際に返却してください。 

※転出（予定）日前日までに印鑑登録証が必要にな

った場合は、別添の「転出証明書」と印鑑登録証（カ

ード）をお持ちください。 

●１階 ５番 住民情報担当 

       ６７１５－９９６３ 

印鑑登録証が必要な方は手続きが

必要です。詳しくは、手続きの際に新

住所地の役所へお問い合わせくださ

い。 

個人番号カード・住民

基本台帳カードをお持

ちの方 

転出先にて個人番号カード・住民基本台帳カードの

継続利用ができますので、それぞれカードをお持ちに

なって手続きをしてください。 

●１階 ５番 住民情報担当 

       ６７１５－９９６３ 

カードをお忘れになると継続処理を

行うことができませんので、ご注意く

ださい。 

詳しくは、手続きの際に新住所地の

役所へお問い合わせください。 

国民健康保険に加入

されている方 

国民健康保険喪失の手続きが必要です。 

☆国民健康保険の被保険者証または資格確認書 

●４階４８番 保険年金（保険）担当 

        ６７１５－９９５６ 

国民健康保険に加入をされる方は、

新たに加入手続きが必要です。詳し

くは、転入手続きの際に新住所地の

役所へお問い合わせください。 

国民年金に加入されて

いる方（２０歳以上６５

歳未満の方） 

転出先の市区町村窓口にお問い合わせください。 

出国の方は年金担当へお問い合わせください。 

●４階４８番 保険年金（保険）担当 ６７１５－９９５６ 

年金を受給されている 

方 
転出先の年金事務所に住所変更の届出が必要か確認を行ってください。 

後期高齢者医療保険

に加入されている方 

大阪府外に転出される方 

負担区分証明書をお渡しします。負担区分証明書は

新住所地の役所へ転入届と同時に提出してくださ

い。 

※大阪府内へ転出される方は、負担区分証明書の提

出は不要です。 

●４階４８番 保険年金（保険）担当  

６７１５－９９５６ 

大阪府外に転出される方は、負担区

分証明書を提出してください。 

障がいがあることにより、引き続き後

期高齢者医療保険に加入する場合

は手続きが必要になります。 

詳しくは、手続きの際に新住所地の

役所へお問い合わせください。 

裏面もご覧ください 
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項  目 生野区（●…担当 ☆…お持ちいただくもの）  新しい住所地の役所  

こども医療証・重度障

がい者医療証・ひとり

親家庭医療証をお持

ちの方 

各医療証をお持ちの方は、返却してください。 

☆各種医療証 

●２階 ２１番 福祉サービス担当 

        ６７１５－９８５７ 

各種医療証をお持ちの方は、手続きが

必要です。詳しくは、手続きの際に新

住所地の役所へお問い合わせくださ

い。（市町村によって制度がない場合

もあります。） 

児童手当を受給されて

いる方 

転出届をされる際に手続きが必要です。 

※個人番号カード（マイナンバーカード）をお持ちの方は、大阪

市行政オンラインシステムより電子申請を行うことができます。

詳しくは大阪市ホームページをご覧ください。 

●２階 ２１番 福祉サービス担当 

        ６７１５－９８５７     

 

生野区役所に提出された住民異動届

の転出予定日から、１５日以内に手続

きが必要です。詳しくは、手続きの際に

新住所地の役所へお問い合わせくだ

さい。 

児童扶養手当を受給

されている方 

転出届をされる際に手続きが必要です。 

☆児童扶養手当証書 

●２階 ２１番 福祉サービス担当 

        ６７１５－９８５７ 

生野区役所に提出された住民異動届

の転出予定日から、１４日以内に手続

きが必要です。詳しくは、手続きの際に

新住所地の役所へお問い合わせくだ

さい。 

敬老優待乗車証をお

持ちの方 

敬老優待乗車証を返却してください。 

チャージの残金がある場合はお申し出ください。 

☆敬老優待乗車証 

●２階 ２１番 福祉サービス担当 

        ６７１５－９８５７ 

市町村により同様の制度がある場合

があります。詳しくは、手続きの際に新

住所地の役所へお問い合わせくださ

い。 

乳幼児がおられる方 

特に手続きは不要です。 

●２階 ２４番 健康増進担当 

        ６７１５－９８８２ 

乳幼児健診（３歳児健診まで）や予防

接種が済んでおられない方は、新住所

地の役所へお問い合わせください。 

※大阪市の予防接種手帳は、他市町

村では使用できません。 

現在妊娠中の方 

特に手続きは不要です。 

●２階 ２４番 健康増進担当 

        ６７１５－９８８２ 

母子手帳・受診手帳・予防接種手帳

をお持ちのうえ、手続きを行ってくださ

い。 

※大阪市の妊婦一般健康診査受診

票は、他市町村では使用できません。 

小・中学校に通うお子

様がおられる方 

区役所では特に手続きは不要です。 

通学しておられた学校で転退学の届出をし、在学証

明書・日本スポーツ振興センター共済加入証明書・

転学児童（生徒）教科用図書給与明細書などを受領

してください。 

●１階 ５番 住民情報担当（就学） 

       ６７１５－９９６３ 

転入届と同時に、在学証明書などを

提示し、就学通知書をお受け取りくだ

さい。 

転入される学校には、就学通知書と前

の学校で受け取られた在学証明書な

どの書類を提出してください。 

介護保険証をお持ちの

方 

介護保険証を返却してください。 

なお、介護認定を受けておられた方は、手続きが必要

です。 

●２階 ２２番 介護保険担当 

        ６７１５－９８５９ 

新住所地で介護認定が必要な方は手

続きが必要になります。詳しくは、手続

きの際に新住所地の役所へお問い合

わせください。 

犬を飼われている方 

特に手続きは不要です。 

●２階 ２５番 健康増進担当 

        ６７１５－９９７３ 

大阪市の犬の鑑札をお持ちのうえ、

所在地変更の手続きを行ってくださ

い。 
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区内でのお引越しの手続き［転居届］ 

が完了いたしました。 
次の項目に該当される方は、各担当において手続きを行ってください。 
詳しくは、各担当窓口へお問い合わせください。       

 

項目 生野区（●…担当  ☆…お持ちいただくもの） 

印鑑登録証をお持ちの方 

特に手続きは不要です。 

現在お持ちの印鑑登録証（カード）は引き続き使用できます。印鑑登録証明書が

必要な場合はカードをお持ちください。 

●１階 ４番 住民情報担当  ６７１５－９９６３ 

個人番号カード・ 

住民基本台帳カードを 

お持ちの方 

①住所変更の手続きが必要です  

☆個人番号カードまたは住民基本台帳カード 

【写真のない住民基本台帳カードの場合、手続きは不要です。】 

②署名用電子証明書については、新規発行申請が必要です。 

☆個人番号カード 

※個人番号カードをお持ちでない方で、個人番号カードを申請する場合、新しい申

請書が必要となります。詳しくは、担当までお問い合わせください。 

●１階 ５番 住民情報担当 ６７１５－９９６３ 

国民健康保険に 

加入されている方 

住所変更の手続きが必要な場合があります。 

☆国民健康保険の被保険者証または資格確認書 

●４階 ４８番 保険年金（保険）担当  ６７１５－９９５６ 

国民年金加入中の方 

（20歳以上６０歳未満の方） 
手続きは不要です。 

年金を受給されている方 
住所変更の手続きが必要な場合があります。年金事務所にお問い合わせください。 

●今里年金事務所 ６９７２－０１６１ 

後期高齢者医療保険に加入し

ている方 

手続きは不要です。 

１週間～１０日程で後期高齢者医療資格確認書を簡易書留郵便で住所地へ郵送し

ます。 

●４階 ４８番 保険年金（保険）担当  ６７１５－９９５６ 
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項目 生野区 （●…担当  ☆…お持ちいただくもの） 

こども医療証・重度障がい

者医療証をお持ちの方 

住所変更の手続きが必要です。 

☆各種医療証 

●２階 ２１番 福祉サービス担当  ６７１５－９８５７ 

児童手当を受給されている

方 
 

住所変更日から児童手当は１５日以内に手続きが必要です。 

※個人番号カード（マイナンバーカード）をお持ちの方は、 

大阪市行政オンラインシステムより電子申請を行うことができます。 

詳しくは大阪市ホームページをご覧ください。 

●２階 ２１番 福祉サービス担当  ６７１５－９８５７ 

児童扶養手当・ひとり親家

庭医療証を受給されている

方 

住所変更日から児童扶養手当は１４日以内に手続きが必要です。 

☆児童扶養手当証書・ひとり親家庭医療証 

新住居の名義がわかるもの等が必要になりますので、詳しくは窓口でご相談ください。 

●２階 ２１番 福祉サービス担当  ６７１５－９８５７ 

障がい者手帳（身体・精

神・療育）をお持ちの方 

住所変更の手続きが必要です。 

☆各種障がい者手帳 

●２階 ２１番 福祉サービス担当  ６７１５－９８５７ 

小・中学校に通うお子様が

おられる方 

（学校区が変更となる場

合） 

通学しておられた学校で転退学の届出をし、在学証明書・日本スポーツ振興センター共

済加入証明書・転学児童（生徒）教科用図書給与明細書などを受領してください。 

その後、区役所へ在学証明書などを提示し、手続きを行い、就学通知書をお受け取りくだ

さい。 

新しい学校には、就学通知書と前の学校で受け取られた在学証明書などの書類を提

出してください。 

●１階 ５番 住民情報担当（就学）  ６７１５－９９６３ 

介護保険証をお持ちの方 

前住所の介護保険証を返却してください。 

なお、新住所の介護保険証は後日、住所地へ郵送します。 

●２階 ２２番 介護保険担当  ６７１５－９８５９ 

犬を飼われている方 
飼い犬の所在地変更の手続きが必要です。 

●２階 ２５番 健康増進担当  ６７１５－９９７３ 

※その他手続きが必要かご不明の場合は、お問い合わせください。          
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